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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成26年６月16日に提出いたしました第10期（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）有価証券報告書の記

載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

２【訂正事項】

第一部 企業情報

第２ 事業の状況

２ 業務の状況

(6）自己資本規制比率

４ 事業等のリスク

(2）法的規制について

① 金融商品取引法について

イ 自己資本規制比率について

３【訂正箇所】

訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。

第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

２【業務の状況】

(6) 自己資本規制比率

（訂正前）

前事業年度末
（平成25年３月31日）

当事業年度末
（平成26年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

基本的項目計 ① 8,641 8,664

その他有価証券評価差額金（評価益）等 － －

金融商品取引責任準備金等 0 0

補完的項目 一般貸倒引当金 1 0

長期劣後債務 － －

短期劣後債務 － －

計 ② 1 1

控除資産 ③ 2,217 1,904

固定化されていない自己資本 ①＋②－③ (A) 6,425 6,761

市場リスク相当額 0 3

リスク相当額 取引先リスク相当額 77 96

基礎的リスク相当額 1,378 952

計 (B) 1,456 1,053

自己資本規制比率 (A)／(B)×100 441.1％ 642.0％

（注）金融商品取引業を営む子会社である株式会社マネーパートナーズの自己資本規制比率を記載しております。
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（訂正後）

前事業年度末
（平成25年３月31日）

当事業年度末
（平成26年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

基本的項目計 ① 8,641 8,664

その他有価証券評価差額金（評価益）等 － －

金融商品取引責任準備金等 0 0

補完的項目 一般貸倒引当金 1 0

長期劣後債務 － －

短期劣後債務 － －

計 ② 1 1

控除資産 ③ 2,217 1,904

固定化されていない自己資本 ①＋②－③ (A) 6,425 6,761

市場リスク相当額 0 3

リスク相当額 取引先リスク相当額 77 96

基礎的リスク相当額 1,378 952

計 (B) 1,456 1,053

自己資本規制比率 (A)／(B)×100 441.2％ 642.1％

（注）金融商品取引業を営む子会社である株式会社マネーパートナーズの自己資本規制比率を記載しております。

４【事業等のリスク】

(2) 法的規制について

① 金融商品取引法について

イ 自己資本規制比率について

（訂正前）

（省略）

なお、マネーパートナーズの自己資本規制比率は、平成26年３月31日現在で642.0％となっており、上記の

自己資本規制比率の値を上回っております。

（省略）

（訂正後）

（省略）

なお、マネーパートナーズの自己資本規制比率は、平成26年３月31日現在で642.1％となっており、上記の

自己資本規制比率の値を上回っております。

（省略）
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